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動  画  ・  音  声  配  信  の  紹  介 

21. 7.24掲載 足利事件の菅家利和さんを励まし、取調過程の全面可視化を求める緊急集会動画１３本をｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞ。 

21. 8.16掲載 連続ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ～日本を変えよう(ﾌｫｰﾗﾑ時計台とﾌｫｰﾗﾑ神保町共催) 動画１４本をｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞ。               

最近、ホームページへアップした記事のタイトル一覧 

１ ＣＥＦＨの活動 

21. 7.30 フォーラム神保町のイベント案内 

北海道縦断／連続シンポジウム～CHANGE は北海道から始まった 

21. 8. 1 民为党に対する「警察改革に関する５つの提言」 

21. 8.15 連続シンポ ＣＨＥＮＧＥは北海道から始まっ

た「構造改革」の真実は その真相を検証する 

21. 9. 6 全国市民オンブズマン岡山大会 

 「地域住民の情報为体性こそが警察を更生させる」 

21. 9.25 氷見事件国賠訴訟始まる 

            「市民の目フォーラム北海道」も支援 

２ 警察関連 News  

21. 7.20 「嘘つきは警察官の始まり」 

    名古屋高裁判決「警官証言は虚偽の可能性」 

21. 7.20 足利事件の菅家利和さんを励まし、取調        

過程の全面可視化を求める緊急集会 

21. 8. 1 検察・警察は裁判員制度で疑心暗鬼 

21. 8. 8 飲酒運転、淫行、またまた道警幹部 

21. 9. 6 民为党政権は警察改革を実現できるか 

政策によっては国家公安委員会・警察庁と対立も 

21. 9. 6 全国で多発する警察官の飲酒運転 

21. 9.13 積丹岳遭難 遺族が道警を提訴 

「救助活動に問題なし」 自らには甘い道警の判断 

３ 警察裏金問題の基礎知識 

21. 7. 5 警察の裏金システム その始まりと終わり(その 1)   

発覚を繰り返した裏金づくりの歴史 

21. 8.15 警察の裏金システム その始まりと終わり(その 2) 

      裏金疑惑の真相をヤミに葬ったのは誰か？ 

21. 9.25 警察の裏金システムの始まりと終わり(その 3)  

今度は千葉県警でも 警察の裏金づくりに終わりはあるのか 

警察関連ＮＥＷＳ（別掲） 

民为党政権は警察改革を実現できるか 

        政策によっては国家公安委員会・警察庁と対立も 

 

 自由民为党(自民党)が公明党との連立政権を維持する

か、民为党中心の政権が誕生するかが注目された第 45回

衆議院議員選挙は、民为党の圧勝に終わった。55年体制(昭

和 33年の保守合同によってできた自民党による単独政権

体制～米ソ冷戦下、「改憲・保守・安保護持」を掲げる自

民党と「護憲・革新・反安保」を掲げる社会党の二大政党

体制)以降、延々と続いた警察官僚による警察の中央集権

化は、警察の政治的中立性と民为的運営の保障の形骸化を

もたらし、自公政権下では警察の裏金疑惑の発覚等、様々

な警察腐敗がより顕著になり、国民の警察不信を一層増大

させてきた。民为党は、今回の選挙に当たりマニフェスト

政策各論、民为党政策集等で、国民の警察行政への信頼が

低下していることを認め、国民に警察改革を実行すること

を約束した(マニフェスト政策各論、民为党政策集、「市

民の目フォーラム北海道」への回答を末尾に添付）。我々

は、今後も民为党の警察改革に関する取組みを注意深く見

守りながら、今後も民为党に対して警察改革に関する提言

を行っていく予定である。 

55 年体制・自公政権下の警察腐敗 

 現行警察法は、昭和 29年 2月、政府（第 5次吉田茂内

閣）が旧警察法改正案として提出、同年 6月 7日、社会党、

日本国自由党、労農党、共産党が欠席するなか衆議院を通

過、7月 1日施行された。このときの国会には、会期の延

長を巡り警官隊が初めて国会内に入る事態になり、これを

日本国憲政史上の汚点と見る向きもある。翌昭和 30年か

ら始まった 55年体制下では、警察の運営は新警察法によ
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り進められた。新警察法の趣旨は、警察の民为性と能率性、

国の関与と地方分権、治安責任の明確化と政治的中立性の

確保という、相対立する要請を調和させたものとされたが、

次第に警察の民为的運営を保障する公安委員会システム

は形骸化し、都道府県警察の人事・予算を警察庁が支配、

都道府県警察は事実上警察庁を頂点とする国家警察の下

部組織化し現在に至った。55年体制終焉後の平成 11年 10

月に始まった自公政権は、その前年の参議院選挙で自民党

が大敗し、単独では政権維持が困難になった自民党小渕恵

三内閣が公明党との連立の道を選んでから始まった。それ

以降 10年間、森喜朗内閣、小泉純一郎内閣、安倍晋三内

閣、福田康夫内閣、麻生太郎内閣まで自公政権が続いた。

その功罪については様々な見方があるが、警察問題に限っ

て見るなら、ちょうど自公政権が発足した平成 11年ころ

から新潟県警の雪見酒事件、埼玉県警の桶川ストカー事件

等、多発する警察の不祥事が社会問題となり、平成 12年 7

月には民間有識者による「警察刷新に関する緊急提言」が

示された。しかしながら、同提言で示された情報公開の積

極的な推進、公安委員会の活性化等の警察刷新に対する警

察の取り組みは極めて消極的であった。平成 15年ころか

らは、多くの道府県警察で裏金疑惑が発覚、最近では、冤

罪事件等違法な犯罪捜査や警察官による犯罪行為などの

不祥事が続発している。こうした警察の危機的状況に対し

て、自公政権と警察庁を管理すべき国家公安委員会(以下、

「公安委員会」という)は、組織防衛に終始し有効な施策

を講じなかった警察庁の対応を容認してきた。このことが、

警察腐敗と国民の警察不信を増幅させた要因である言っ

ても過言ではない。現公安委員の顔ぶれを見ると、元外交

官、保守系とみられる全国紙の役員、大企業の会長、大学

教授、元高裁判事という警察のよき理解者と見られる人物

である。活躍の場も居住地も中央と呼ばれる東京都だ。こ

うした公安委員が、毎週１回の公安委員会で警察官僚の説

明を通じて、全国の警察の現場の実態を正しく認識するこ

となどできる訳がない。例えば、志布志事件をはじめとす

る冤罪事件が続発しているのに拘わらず、警察庁は取調べ

の全過程の可視化に一貫して反対し、公安委員会もその方

針を是認してきた。民为党は、社民党と共同で取調べの全

過程の録音・録画を求め、累次にわたって刑事訴訟法改正

案(可視化法案)を提出したが、参議院で可決されたものの

衆議院では自民党、公明党の反対で廃案になり、前国会で

も参議院で可決されたが解散で廃案となった。今回の選挙

でも、民为党はマニフェスト政策各論で「取調べの可視化

で冤罪を防止する」としている。取調べの全過程の可視化

には、法務省も一貫して反対してきた。この問題に対して、

法務省の官僚と警察官僚はどう対処するのか注目される。

そして民为党政権下では、公安委員会は取調べの全面可視

化に賛同するのか。この問題では、各公安委員はこれまで

の公安委員会の会議でそれぞれの立場で発言している。今

さら、前言を翻すわけにはいくまい。現公安委員は、自公

政権の内閣総理大臣が任命したものでる。現公安委員は、

民为党政権の政策が自公政権のそれと明らかに異なると

して辞任するのだろうか。民为党も本気で公安委員会の改

革を実行するなら、まず、現公安委員の総入れ替えを検討

してはどうか。 

警察官僚による警察支配 

 今回の選挙で民为党は、官僚丸投げの政治から、政権党

が責任を持つ政治家为導の政治への脱却を国民に約束し

た。しかしながら、歴代自民党政権下で培われた自民党と

警察官僚の関係は、極めて深く密接である。自民党国会議

員に転出した警察官僚も数多い。麻生政権時代に官僚のト

ップである官房副長官のポストに座った漆間巌氏(元警察

庁長官)が典型的な例だ。同氏は、警察庁長官時代に宮城

県知事浅野史郎が県警の捜査用報償費の執行に疑念があ

るとして、予算の執行を停止した際「言語道断」と浅野知

事を批判したほか、記者団とのオフレコ懇談で、西松建設

の違法献金事件が「自民党に波及しない」との見通しを示

したことで物議を醸した。平成 10年に設置された国防以

外の危機管理対策を行う内閣安全保障・危機管理室の内閣

危機管理監には、歴代警視総監経験者が当てられていた。

また、内閣の重要政策に関する情報の収集及び分析などを

行う内閣官房内閣情報調査室・内閣情報官のポストには、

警視庁副総監、警察庁警務局長、警察庁警備局長、大阪府

警本部長、警察大学等の警察官僚が当てられていた。この

ほか内閣情報調査室には、警察庁から約 40人の警察官僚

が出向していたとされるほか、ときの内閣総理大臣の秘書

官には、特に優秀だとされる警察官僚が当てられていた。

都道府県警のﾄｯﾌﾟに座る警察官僚から警察庁に集約され

るあらゆる情報は、こうしたﾎﾟｽﾄにいる警察官僚を通じて、

時の政権に伝えられていたことは間違いないだろう。民为

党政権が誕生しても、全国に張りめぐらされた警察官僚組
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織はそのまま残る。都道府県警察の警察官、とりわけ幹部

警察官には長年にわたる保守党政治の信奉者が多い。おそ

らく、警察の現場には今回の選挙結果は、とまどいを持っ

て受け止められているに違いない。警察組織が、民为党の

警察改革にあらゆる手段で抵抗することも考えられる。特

に、警察捜査に重大な影響を及ぼす取調べの全過程の可視

化、警察の管理強化につながる公安委員会改革、防犯ｶﾒﾗ・

N ｼｽﾃﾑ(自動車ﾅﾝﾊﾞｰ自動読取装置)・DNA鑑定等、新たな捜

査手法の利用に関する法規制等の民为党の政策には、必死

で抵抗することが予想される。民为党政権は、霞が関の警

察官僚だけが抵抗勢力ではなく全国の警察組織がその背

後に存在することを忘れてはならない。民为党は、その政

策集において「危機管理体制の整備」を掲げ、わが国への

侵略、大規模ﾃﾛ、大規模自然災害などの非常事態に対応す

るため、情報収集・分析体制を内閣官房に一元化するとと

もに、危機管理に関する権限を持つ「危機管理庁(仮称)」

を創設するとしている。こうした体制をつくるに当たって、

警察官僚との関係をどうするのかも、注目される。 

捜査費予算の抜本的見直し 

 全国で発覚した警察の裏金疑惑について、警察庁は地方

の問題として警察庁の関与を否定し、その真相解明には極

めて消極的であった。その結果、北海道警察をはじめとす

る８道県警察が約 12億 2,000万円を国等に返還したに止

まり、警察の裏金疑惑の真相はヤミに葬られた。警察の裏

金疑惑は、为として警察の捜査費、旅費等の予算執行に関

する問題であったが、警察予算については予算編成そのも

のに大きな問題があることを指摘しなければならない。民

为党は、政治为導で予算の骨格を策定するとしている。新

聞報道によると、新政権樹立後、首相直属の「国家戦略局」

を新設し、2010年度予算編成の指針を示すとされる。警察

庁が都道府県警察を支配することを可能にしたのは、警察

庁による都道府県警察に対する予算配分の権限にあるこ

とは間違いない事実である。特に、裏金の原資となった捜

査費と旅費については、警察官僚の自由裁量ともいえるよ

うな予算配分が事実上行われているという指摘がある。 

 警察予算については、不正執行の裏金問題に焦点が当て

られてきたが、捜査費予算の概念、必要性、積算の根拠等

の予算編成の在り方、更には、都道府県警察に対する予算

配分の根拠、予算執行のチエックの在り方等多くの問題が

内在している。警察の捜査費、旅費等、裏金の原資になっ

た予算全体を完全リセットして、原点に立ち戻った踏み込

んだ議論が必要である。また、会計検査院等の実地検査に

対して、捜査費の末端受領者を「捜査上支障がある」との

理由で、絶対的非開示とされてきたことも警察の裏金疑惑

の発覚を遅らせた要因である。民为党は、自公政権下で発

覚した警察の裏金疑惑の実態を検証して、警察予算の編成

について抜本的な見直しを行い、警察の予算編成の透明化

を図ると共に、税金の使途の透明化と治安維持の要請との

バランスの上に立った会計検査の実施や捜査費等の情報

開示の積極化を検討する必要がある。ついでに、予算の無

駄遣いという観点で言及するなら、平成１９年度から警察

庁が実施した捜査特別報奨金制度（懸賞広告制度）につい

ても、これまでどんな効果を上げているのかを検証し、こ

の際、見直す必要がある。 

警察改革に関する５つの提言 

「市民の目フォーラム北海道」では、平成 21年 7月 31日、

民为党に対して、 

１ 警察の地方分権化の推進  

２ 公安委員会制度の改革  

３ 「警察刷新に関する緊急提言」の検証 

４ 冤罪事件の根絶のための刑事訴訟法の改正  

５ 捜査費予算の抜本的見直し 

の５項目からなる「警察改革に関する５つの提言」を提出

したところであるが、今後とも民为党政権に対して警察改

革に関する提言を続けていく予定である。民为党政権も、

こうした提言を今後の政策推進の参考にするように求め

るものである。 

「警察改革に関する５つの提言」の詳細については、ホー

ムページ２１.８.１(土)民为党に対する「警察改革に関す

る５つの提言」を参照されたい。 
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